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歴史的砂防施設の保存・活用に適用、もしくは適用可能性のある制度
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１．はじめに 

立山砂防事務所の砂防事業は、明治 39 年に富山県が
着手した砂防事業を引継ぐ形で、大正 15 年に直轄事業
として着手したものである。以来、約 90 年を経た現在
も営々と事業が進められている。 

立山砂防事務所管内には竣工後 40～50 年以上を超
える施設も多数現存し、現在も施設本来の防災機能を
発揮し続けている。これらの中には現在では使用され
ていない材料・構造・工法等により作られたものも存
在しており、また、歴史的・文化的価値を評価され文
化財として指定・登録されている施設も複数存在する。 

本報告では立山砂防事務所管内に現存する代表的な
文化財施設の概要と、それらの施設を含む歴史的砂防
施設の維持管理に関する、立山砂防事務所の近年の取
組みについて紹介する。 

 

２．歴史的砂防施設と文化財保護制度について 

2.1 歴史的砂防施設の定義 
「歴史的砂防施設」とは、竣工後 50 年以上を経過し

ていることを前提として、歴史的・文化的価値を評価
できるものであり、施設管理者がその価値に配慮して
補修、維持管理、活用を行うものである。 
2.2 文化財保護法による文化財の体系 

文化財保護法では、文化財を「有形文化財」「無形文
化財」「民俗文化財」「記念物」および「伝統的建造物
群」に分類し、これらの文化財のうち、重要なものを
「重要文化財」、「史跡」、「名勝」、「天然記念物等」と
して国が指定・選定し、重点的保護の対象としている。 

また平成 16 年の文化財保護法の改定に伴い、文化財
保護法の体系の中に「登録形民俗文化財」・「登録記念
物」・「文化的景観」が加わり、近代の多様な建造物が
登録有形文化財として登録され、保護の推進が行われ
るようになった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
2.3 文化財保護の近年の動向と指定・登録の件数 

平成以前、建造物に係わる文化財保護は江戸期以前
のものが中心で、明治～昭和中期の建造物は文化財と
して評価されずに取り壊されていた。このような状況
の中で日本の近代化に貢献した建造物を「近代化遺産」
として重要視する動きが建築・土木史の研究家や文化
庁から生じ、文化庁は平成 2 年度から「近代化遺産総
合調査」を開始し、近代的技術で造られた産業・交通・
土木に関する構築物：「近代化遺産(建造物等)」の中か
ら、形態、意匠、保存状況等から優れたものの選定・
抽出を開始した。 

砂防施設に関しても、日本の近代化を支えた土木構
造物であり、近代化遺産に該当するとして平成 9 年に
「勝沼えん堤」が文化財として登録されて以来、登録
件数が増加しており、平成 21 年 6 月には日本初の砂防
の重要文化財として、白岩砂防堰堤（指定名称：白岩
堰堤砂防施設）が指定されるに至っている。 

 
 
 
 
 

 

３．立山砂防事務所管内の文化財施設 

3.1 重要文化財：「白岩堰堤砂防施設」 
 白岩砂防堰堤は「登録基準：国土の歴史的景観に寄
与しているもの」として、平成 11 年 6 月に登録有形文
化財に登録された施設（登録名称「白岩砂防ダム」）で
ある。その後、平成 21 年 6 月に「指定基準：技術的に
優秀なもの、歴史的価値の高いもの」として日本初の
砂防の重要文化財に指定（指定名：白岩堰堤砂防施設）
された。重要文化財の指定範囲（構成要素）は図-2 に
示す、本堰堤、副堰堤、床固、方格枠である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1 国の文化財保護法の体系 

表-1 登録有形文化財(建造物)の使用目的別登録件数

図-2 白岩砂防堰堤と重要文化財指定範囲 

※砂防施設は「治山治水」に含まれる
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3.2 登録有形文化財：「本宮砂防堰堤」「泥谷砂防堰堤」 
 本宮砂防堰堤は「登録基準：国土の歴史的景観に寄
与しているもの」として、平成 11 年 8 月に登録有形文
化財に登録された施設（登録名称「本宮砂防ダム」）で
ある。登録範囲は本堰堤および第 1 副堰堤である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 泥谷砂防堰堤群は「登録
基準：国土の歴史的景観に
寄与しているもの」として、
平成 14 年 6 月に登録有形
文化財に登録された施設
（登録名称「泥谷砂防堰
堤」）である。 

登録範囲は階段式堰堤
群を構成している砂防堰
堤 20 基および床固 3 基で
ある。 
 
3.3 登録記念物：「立山砂防工事専用軌道」 
 立山砂防工事専用軌道は「登録基準：遺跡関係二（地
域の歴史の特徴を表しているもの）」として、平成 18
年 7 月に登録されたものである。なお、砂防分野での
登録記念物は、平成 27 年現在、立山砂防工事専用軌道
と京都府福知山市の雲原砂防関連施設群のみである。 
 
3.4 その他の施設（文化財候補施設） 

上記に準ずる施設として、管内には文化庁の定める
「竣工後 50 年以上を経過」している砂防施設（堰堤、
床固、山腹工等）が約 20 施設現存している。 

 

４．歴史的砂防施設の維持管理に関する取組み 

文化財施設をはじめとする歴史的砂防施設の維持管
理においては、施設が本来有すべき「防災機能の維持」
を最優先とし、その上で施設に文化的価値が評価され
ている場合には、その「文化的価値の保護」を両立す
るための取組みを図ることが必要となる。 

以下に立山砂防事務所管内の歴史的砂防施設の維持
管理における近年の取組み状況を紹介する。 
4.1 重要文化財施設に対する取組み 

重要文化財施設である「白岩砂防堰堤（指定名：白
岩堰堤砂防施設）」については、施設の有する文化的価
値について、非常に高いレベルの維持が求められる。 

そのため立山砂防事務所では文化庁が掲げる「重要
文化財（建造物）保存活用計画策定指針」に準拠して
「保護の方針」を検討するとともに文化庁との協議を
重ね、平成 26 年 3 月に「重要文化財白岩堰堤砂防施設
保存管理計画」を策定し、現在運用を行っている。 
 この保存管理計画では、施設の「防災機能の維持」
と「文化的価値の保護」を両立するため、施設の構成
要素を価値の高さに応じて 4 段階に区分し、それぞれ
の区分に応じた修理・補修方法を定めている。 

4.2 重要文化財化が検討される施設に関する取組み 
 登録有形文化財施設のうち、「本宮砂防堰堤」に関し
ては、富山県が重要文化財化に向けて価値の評価等の
検討を進めている。ただし戦時中の富山空襲の影響等
もあり、本宮砂防堰堤の計画に関する基本的な情報を
はじめ、施工中や竣工時の詳細な記録（文献資料）に
ついても殆んど現存していない。 

また日本一の貯砂容量（500 万 m3）を有する大規模
な施設であり、常時流水が多く、堤体外観、特に石材
の破損・劣化状況を通常の巡視点検で把握することは
非常に困難で、堤体内部材料の粗石コンクリート等の
物性値も不明である。 

このような背景の中、立山砂防事務所は施設管理者
の立場から、施設の機能・性能等の評価に必要な詳細
情報の収集・保持のため本宮砂防堰堤の詳細な外観目
視調査や、堤体・堆砂地のボーリング調査等を実施し、
施設の総合的な健全度評価に取り組んでいる。 
 
4.3 登録有形文化財施設 

登録有形文化財は、重要文化財と比較して制約が少
ないため、対策工の検討が必要な場合には、文化庁が
登録有形文化財に求めている「外観の保持」を主体と
した対応を行う方針としている。 

 
4.4 文化財以外の施設等 

立山砂防事務所管内には前述の文化財施設の他にも
竣工後 50 年以上を経過した歴史的砂防施設と、それら
に準ずる施設が多数現存し、中には現行基準の改定に
伴い「現行基準不整合」となる施設も少なくない。 

この様な施設は立山砂防事務所管内に限らず、今後
全国の砂防事業の現場で増加してゆくと考えられる。 

ただし、これらの施設は現在も壊れることなく防災
機能を果たし続けているため、効果的・効率的な施設
の維持管理の観点から、現行基準不整合の施設に関し
ては、現状を踏まえた評価を行った上で、適切な対策
を施してゆくことも、今後は必要であると考えられる。 

立山砂防事務所では、平成 27 年度より歴史的砂防施
設をはじめとする既存砂防施設を対象として、施設の
設置された場の条件（満砂、未満砂等）や施設の周辺
状況（保全対象や土砂生産域の分布・変遷等、土地利
用形態や価値観の変化等）を考慮して、今後の補修・
補強を効率的・効果的に行う「既設砂防堰堤の補修・
強計基準 (案)」の検討を開始した。 

本基準（案）では、歴史的砂防施設を含む既存施設
に対し、「現行基準に 100％準拠」～「原型復旧程度」
という 3 段階の対策レベルを設定し、各レベルに対応
した対策方針を検討している。 

表-2 対策レベルの定義 
対策レベル-Ⅰ 改築を実施するもので現行基準に準拠するもの 

対策レベル-Ⅱ

現地条件等により、対策レベル－Ⅰでの応が難しく

また困難な施設において、安定性が許容できる範囲

の対策・改築を実施するもの 

対策レベル-Ⅲ 現況の損傷を原型に戻すもの 

 

５．おわりに 

近年、砂防事業を取巻く環境は著しく変化しており、
社会条件や社会資本投資の余力も施設の設置当初から
大きく変わっている。今後も地域の安全の維持・向上
を図るためには、新規施設の整備のみならず、歴史的
砂防施設をはじめとする既存施設の効率的・効果的な
有効活用が一層求められている。 

本宮砂防堰堤（本堰堤および第 1 副堰堤） 

泥谷砂防堰堤群 


